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４ 工期 契約締結の翌日から令和７年３月31日
まで
５ 一般競争（指名競争）参加資格審査申請書（建
設工事）の受付期間
令和２年７月１日から令和２年７月20日ま

で。ただし、持参する場合は、上記期間の「行
政機関の休日に関する法律」（昭和63年法律第91
号）第１条に規定する行政機関の休日（以下「行
政機関の休日」という。）を除く毎日10時から17
時まで（12時から13時までを除く）。
なお、令和２年７月20日以降当該工事に係る
開札の時までにおいても、随時、申請を受け付
けるが、当該開札の時までに審査が終了せず、
競争に参加できないことがある。
６ 申請の方法
 申請書の入手方法 「一般競争参加資格審
査申請書（建設工事)｣（以下「申請書」とい
う｡)は、令和２年６月30日から〒3306008
埼玉県さいたま市中央区新都心11番地２（ラ
ンド・アクシス・タワー内） 独立行政法人
水資源機構経営企画本部技術管理室契約企画
課 電話0486006534（直通）、ＦＡＸ
0486006588において特定建設工事共同企
業体としての資格を得ようとする者に交付す
る。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に次
に掲げる書類を添付しに示す申請書の交付
場所に郵送（信書として送達し、かつ、配達
の記録が残る方法に限る。）又は持参により提
出すること。
 特定建設工事共同企業体協定書（７の
条件を満たすものに限る。）
 ７の要件を満たすことが判断できる工
事の施工実績を記載した書類（申請書とと
もに交付する様式により作成したものに限
る。）
 すべての構成員の経営事項審査結果通知
書の写し（平成31・32年度一般競争（指名
競争）参加資格審査申請時に提出したもの
と同一のもの。）

 申請書の作成に用いる言語 申請書及び添
付書類は、日本語で作成すること。

７ 特定建設工事共同企業体としての資格及びそ
の審査
以下のからまでに掲げる条件を満たさな
い特定建設工事共同企業体については、特定建
設工事共同企業体としての資格がないと認定す
る。それ以外の特定建設工事共同企業体につい
ては特定建設工事共同企業体としての資格があ
ると認定する。
 建設工事有資格業者認定要領第２条の規定
に該当しない者であること。
 機構から『工事請負契約に係る指名停止等
の措置要領（以下『指名停止措置要領』とい
う。）』に基づき、利根川水系及び荒川水系関
連区域において指名停止を受けている期間中
でないこと。ただし、指名停止措置要領別表
第１の措置要件に該当することによる指名停
止については、資格があると認定を行うこと
がある。
 本工事に係る設計業務等の受注者又は当該
受注者と資本若しくは人事面において関連を
有する建設業者でないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずるものとし
て、機構発注工事等からの排除要請があり、
当該状態が継続している者でないこと。
 特定建設工事共同企業体の構成 機構にお
ける土木一式工事に係る一般競争（指名競争）
参加資格の認定を受けている者で、資格の認
定の際に客観的事項（共通事項）について算
定した点数（客観点数）が、1250点以上の
者２社又は３社で結成される特定建設工事共
同企業体であること。
 構成員の技術的要件等 特定建設工事共同
企業体の構成員は、次の要件を満たす者とす
る。
 代表者は、平成17年４月１日から本工事
における確認申請書等の提出期限までに元
請として完成・引渡が完了した、機構、国、
特殊法人等（注１）、地方公共団体（注２）、
地方公社等（注３）、公益法人（注４）又
は大規模な土木工事を行う公益民間企業
（注５）が発注した同種工事の施工実績
を有していること。また、代表者以外の構

成員については、同種工事の施工実績を
有していること。なお、共同企業体の構成
員としての実績を同種工事の施工実績とす
る場合は、出資比率が20%以上の場合に限
る。
（同種工事として認める施工実績の要件）
 「ダム高50ｍ以上のロックフィルダム
の盛立工事」
 「ダム高30ｍ以上のロックフィルダム
（台形ＣＳＧダム含む）の盛立工事、ま
たは、ダム高30ｍ以上のコンクリートダ
ムの打設工事」
注１ 「特殊法人等」とは、公共工事の入
札及び契約の適正化の促進に関する法律
施行令」第１条に定める特殊法人等に加
え国土交通省所管のその他の独立行政法
人、地方共同法人日本下水道事業団のこ
とを指す。
注２ 「地方公共団体」とは、「地方自治法」
第１条の３に定める地方公共団体のこと
を指す。
注３ 「地方公社等」とは、「地方道路公社
法」に基づく道路公社、「公有地の拡大の
推進に関する法律」に基づき都道府県が
設置した土地開発公社、「地方住宅供給公
社法」に基づき都道府県が設置した住宅
供給公社のことを指す。
注４ 「公益法人」とは、「一般社団法人及
び一般財団法人に関する法律」に基づき
設立された一般社団法人又は一般財団法
人、「公益社団法人及び公益財団法人の認
定等に関する法律」に基づき認定を受け
た公益社団法人又は公益財団法人、「一般
社団法人及び一般財団法人に関する法律
及び公益社団法人及び公益財団法人の認
定等に関する法律の施行に伴う関係法律
の整備等に関する法律」に基づく特例民
法法人のことを指す。
注５ 「大規模な土木工事を行う公益民間
企業」とは、鉄道会社、空港会社、道路
会社、 電力会社、ガス会社、石油備蓄
会社、電気通信会社のことを指す。

 出資比率要件 特定建設工事共同企業体の
構成員の出資比率は、構成員数に応じ、少な
くとも次の比率以上でなければならない。
２社の場合 30パーセント
３社の場合 20パーセント

 代表者の要件 特定建設工事共同企業体の
代表者は、構成員の中で最大の施工能力を有
する者であって、その出資比率が構成員中最
大であること。
 特定建設工事共同企業体の協定 特定建設
工事共同企業体の協定書は、機構が指定する
様式による。
 施工方式 共同施工方式とする。
８ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む特定建設工事共同企
業体の取扱い
７の認定を受けていない者を構成員に含む
特定建設工事共同企業体も５及び６により申請
書を提出することができる。この場合において、
特定建設工事共同企業体としての資格が認定さ
れるためには、７の認定を受けていない構成
員が当該認定を受ける必要がある。また、この
場合においては、本工事の開札の時までに特定
建設工事共同企業体としての資格の審査が終了
せず、競争に参加できないことがある。
なお、７の認定を受けていない構成員が本
工事の開札の時までに当該認定を受けていない
ときは、特定建設工事共同企業体としての資格
がないと認定する。
９ 資格審査結果の通知
「一般競争（指名競争）参加資格認定通知書」
により通知する。
10 資格の有効期間
特定建設工事共同企業体の有効期間は、本工
事の受注者を除き、資格を認定された日から受
注者が契約を締結した日までとする。
11 その他
 特定建設工事共同企業体の名称は、「南摩ダ
ム本体建設工事 ・特定建設工事共同企業
体」とする。
 当該工事に係る競争に参加するためには、
開札の時において、特定建設工事共同企業体
としての資格の認定を受け、かつ、本工事の
「入札公告（建設工事）」に示すところにより
競争参加資格の確認を受けていなければなら
ない。
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